
従業員の生活満足度や生産性にテレワーク

が及ぼす影響：COVID-19 パンデミックを契

機とした変化の分析 

 

はじめに 

テレワークは、情報通信技術の進展に伴い、以前から注目されていた働き方である。しかし、

COVID-19 パンデミックを契機として、多くの企業が急速にテレワークを導入・拡大した。

この急激な変化は、従業員の生活や仕事に多様な影響を及ぼしていると考えられる。本章で

は、研究の背景と問題意識、目的と分析対象の明確化、そして本論文の構成について述べる。 

 

研究の背景と問題意識 

COVID-19 の世界的な流行により、感染拡大防止策として多くの企業がテレワークを導入

した。これにより、従来のオフィス勤務から在宅勤務への移行が急速に進んだ。テレワーク

の導入は、通勤時間の削減や柔軟な働き方の実現といった利点がある一方で、コミュニケー

ションの課題や労働環境の変化による生産性への影響が懸念されている。これらの変化を

明らかにすることは、今後の働き方を検討する上で重要である。 

 

目的と分析対象の明確化 

本研究の目的は、COVID-19 パンデミックを契機としたテレワークの普及が、従業員の生

活満足度と生産性にどのような影響を与えたかを明らかにすることである。特に、パンデミ

ック前後での変化や、業種・職種による差異を分析する。具体的には、実施されている頻度、

従業員の生活満足度、生産性の自己評価などのデータを収集・分析し、効果・課題の検証を

行う。 

 

本論文の構成 

本論文は以下の構成で進める。まず、先行研究のレビューを通じて、テレワークに関する既



存の知見を整理する。次に、調査方法とデータ収集について詳細を述べ、分析結果を提示す

る。その後、結果の考察を行い、テレワークが従業員の生活満足度と生産性に与える影響に

ついて議論する。最後に、結論として本研究の成果と今後の課題をまとめる。 

 

テレワークの背景と経緯 

情報通信技術（ICT）を活用し、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方を実現する手段と

して注目されてきた。COVID-19 パンデミックは、その普及を一層加速させ、多くの企業

や組織がテレワークを導入する契機となった。本章では、背景と経緯について、以下の観点

から整理する。 

 

COVID-19 以前のテレワーク施策と制度整備の状況 

COVID-19 以前、日本の導入は限られていた。総務省の報告によれば、2015 年末時点でテ

レワークを導入していない企業は 83.8%に上り、在宅で週 1 日以上終日働くテレワーカー

は全労働者数の 2.7%に過ぎなかった。この時期、政府はテレワークの普及を促進するため、

2005 年 11月に総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省が共同で「テレワーク推進フ

ォーラム」を設置し、2015 年から 11 月を「テレワーク月間」と定め、テレワークの集中 PR

を実施していた。しかし、これらの取り組みにもかかわらず、テレワークの普及は進まず、

主な課題として、労務管理やセキュリティに関するガイドラインが最新の仕事環境の変化

に対応していないことが指摘されていた。 

 

パンデミック以降のテレワーク急拡大と法的対応 

2020 年初頭に始まった COVID-19 パンデミックは、急速な普及へとつながった。感染拡大

防止の観点から、多くの企業が在宅勤務を導入し、安全確保および事業継続を試みた。この

急激な変化に対応するため、政府はテレワークに関する各種ガイドラインや支援策を提供

し、企業のテレワーク導入を支援した。例えば、厚生労働省は「テレワークではじめる働き

方改革」という資料を公開し、導入する上でのセキュリティ対策などの必要性を強調してい

る。また、国土交通省の調査によれば、雇用型テレワーカーのうち、週に 1 日以上テレワー

クを実施する人の割合は、パンデミックを契機に増加し、令和 5 年度には 7 割を超えてい

る。 

 

政府による推進策とガイドラインの変遷 

政府は、テレワークの推進を目的として、各種施策およびガイドラインを定めてきた。2017



年からは、東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて、7 月 24 日を「テレワーク・

デイ」と位置付け、首都圏の交通混雑緩和と働き方改革の推進を兼ねたテレワーク国民運動

を開始した。さらに、厚生労働省は「テレワークの推進」と題した資料を公開し、テレワー

ク導入企業の割合や政府目標を提示している。これらの施策を通じて、政府はテレワークの

普及と定着を図り、働き方の多様化やワーク・ライフ・バランスの実現を推進している。 

 

以上のように、テレワークは COVID-19 パンデミックを契機として急速に普及し、政府も

その推進に向けた施策やガイドラインを整備してきた。今後は、これらの取り組みを踏まえ、

テレワークが従業員の生活満足度や生産性に与える影響を多角的に分析することが重要で

ある。 

 

テレワークがもたらす働き方の変容 

COVID-19 パンデミックは、世界中の働き方に大きな変革をもたらし、日本においてもテ

レワークの導入が急速に進展した。本章では、テレワークがもたらした働き方の変容につい

て、具体的な側面から検討する。 

 

勤務形態の変化と労働時間の実態 

テレワークの普及により、従業員の勤務形態や労働時間に顕著な変化が見られる。通勤時間

の削減や柔軟な勤務時間の設定が可能となった一方で、労働時間の延長やオン・オフの境界

が曖昧になるといった課題も浮上している。以下に、これらの変化とその影響について詳述

していく。 

 

通勤時間の削減と生活時間の再配分 

テレワークの導入により、多くの労働者が通勤時間の削減を実感している。内閣府の調査に

よれば、全国平均で 38.7％の就業者が通勤時間の減少を報告しており、特に東京都 23区で

は 58.9％に上るとされている。この削減された時間は、家族との時間や自己啓発、余暇活動

などに再配分され、生活の質の向上に寄与している。 

 

労働時間の延長と「隠れ残業」の問題 

一方で、テレワーク環境下では労働時間が延長される傾向も報告されている。日本労働組合

総連合会の調査によると、テレワークに移行した労働者の約 52％が勤務時間の増加を感じ

ており、休憩時間の取りづらさや勤務時間外の連絡対応といった課題も指摘されている。さ

らに、時間外労働の申告をしない、いわゆる「隠れ残業」の問題も浮上しており、労働時間

をしっかりと管理することが要求されている。 



 

ワーク・ライフ・バランスへの影響 

テレワークは、ワーク・ライフ・バランスに対して多面的な影響を及ぼしている。通勤時間

の削減により家族との時間が増加した一方で、仕事と私生活の境界が曖昧になり、労働時間

の増加やストレスの増大を感じる労働者も少なくない。このような状況は、従業員の健康や

生活満足度に影響を与える可能性があり、企業は適切な対策を講じる必要がある。 

 

業務プロセスとマネジメント手法の再編 

テレワーク環境下では、従来の対面型マネジメントが難しくなり、業務プロセスやマネジメ

ント手法の見直しが必要となっている。この変化に対応するための具体的な取り組みを以

下に示す。 

 

明確な業務目標の設定と成果重視の評価 

テレワークでは、上司が部下の働きぶりを直接確認することが難しくなるため、成果に基づ

いた評価が重要となる。そのため、従業員一人ひとりに対して明確な業務目標を設定し、成

果を重視した評価制度を導入することが求められる。具体的な目標設定の手法として、MBO

（目標による管理）やOKR（Objectives and Key Results）などが挙げられる。 

 

プロセス評価項目の再編 

従来のプロセス評価項目は、対面での観察を前提としていることが多く、テレワーク環境で

は適用が難しい場合がある。そのため、テレワークでも評価可能な項目に再編し、成果とプ

ロセスの両面から適切な評価を行うことが重要となる。 

 

定期的なコミュニケーションの促進 

テレワーク環境下では、上司と部下のコミュニケーションが減少しがちである。これを解決

するために、定期的な 1on1 ミーティングを実施し、業務の進捗状況や課題を共有すること

が推奨される。週に 1回程度の頻度で行うことで、適切なマネジメントが可能となる。 

 

適切なツールの導入 

テレワークにおける業務の進捗管理やコミュニケーションを円滑に行うためには、適切な

ツールの導入が不可欠である。具体的には、グループウェア、タスク管理ツール、ガントチ

ャート、SFA（営業支援システム）などが挙げられる。これらのツールを活用することで、

業務の可視化や効率化が期待できる。 

 

これらの取り組みを通じて、テレワーク環境下でも効果的な業務遂行とマネジメントを実



現することが可能となる。 

 

情報通信技術（ICT）の導入と活用状況 

テレワークの成功には、情報通信技術（ICT）の適切な導入と活用が不可欠である。以下に、

主要な ICT ツールとその活用方法について述べる。 

 

コミュニケーションツールの活用 

テレワーク環境下では、従業員間の円滑なコミュニケーションを維持するために、ビジネス

チャットやオンライン会議システムの導入が重要である。これらのツールにより、リアルタ

イムでの情報共有や意思決定が可能となる。 

 

業務管理ツールの導入 

プロジェクトの進捗状況を可視化し、数あるタスクに明確な優先順位を付けるには、ツール

を使うのが良い。業務全体の見通しを良くし、各従業員の作業負担や進捗を一元的に把握す

ることで、チームとしてより良い動きができる。このような仕組みによって、効率的な作業

進行が実現され、限られたリソースの中で最大の成果を上げるための最適配分が促進され

ることが期待される。 

 

セキュリティ対策の強化 

社外からのアクセスが増加するテレワーク環境下においては、情報漏洩やサイバー攻撃と

いったリスクが飛躍的に高まるという現実がある。そのため、企業としては、VPN（仮想専

用線）の利用や多要素認証の導入など、堅牢なセキュリティ対策を講じることが不可欠であ

る。これらの施策を通じて、情報資産の保護と信頼性の高い業務遂行環境の構築が可能とな

ると考えられる。 

 

ペーパーレス化の推進 

テレワークを円滑に進めるためには、書類を電子にしたり、ワークフローシステムを取り入

れることによるペーパーレス化の実現が重要な要件となる。これにより、物理的な書類のや

り取りが不要となり、場所にとらわれずに業務を遂行できる環境が整備される。また、業務

のスピード化や文書管理の効率向上にも資することから、ペーパーレス化はテレワーク推

進の根幹を成す施策と位置付けられる。 

 

これらの ICT ツールの適切な導入と活用により、テレワーク環境下でも高い生産性と業務

品質を維持することが可能となる。特に、業務効率と情報セキュリティを両立させる観点か

ら、今後もこれらのツールの更なる発展と定着が求められる。 



生活満足度への影響分析 

テレワークの導入により、従業員の生活様式や働き方には顕著な変化が生じており、従来の

勤務形態とは異なる日常が形成されつつある。特に、働く時間が縛られないこと、家庭と両

立させること、職場での関係性の在り方の変化などが、生活満足度に対して多面的な影響を

及ぼしていることが示唆される。本節では、こうした変化の実態を各観点から詳細に検討す

る。 

 

時間の柔軟性と生活リズムの変化 

テレワークの実施により、従業員は自分の生活に合った働く時間を選べるようになり、結果

的に生活の選択権が拡大したといえる。家事や育児をはじめ、趣味の時間を取りやすくなる

ことで、満足度が上がり、ワーク・ライフ・バランスの改善が顕在化している。一方で、業

務と私生活の境界が曖昧となり、長時間労働や生活リズムの乱れを招く事例も報告されて

いる。このような課題を克服するためには、企業側が勤務ルールを明確化するとともに、従

業員自身も高い自己管理能力を培う必要があると考えられる。 

 

仕事と家庭・育児との両立の実態 

テレワークは、特に子育て中の従業員にとって、業務と家庭の生活を両立できる手段となっ

ている。在宅で働くことで、育児や家事に関ることが増え、家庭での役割を分ける意識が変

わったように見られる。しかしながら、家庭内における負担の不均衡がストレスや業務効率

の低下をもたらす可能性も否定できない。企業は、従業員が無理せず両立できるよう、環境

を整える必要があると考えられる。 

 

通勤時間削減による心理的・身体的効果 

テレワークで通勤時間が減ったことにより、従業員の心理的負担および身体的疲労の軽減

が実現されている。これまで通勤に使っていた時間を家族との時間などに充てられ、生活の

質が上がったという報告も多い。さらに、通勤による負担軽減は、集中力が上がり生産性も

上がる良い影響となっている。一方で、通勤によって自然に得られていた一定の運動量が減

少することにより、運動不足や生活習慣病のリスクが高まるとの指摘もある。このため、テ

レワーク環境下においても、日常的な運動や健康管理を積極的に取り入れる工夫が求めら

れる。 

 



孤独感・コミュニケーション不足と精神的影響 

テレワークによって職場での対面機会が減少する中、従業員が孤独感を感じたり、精神的な

不調を訴えたりするケースが増加している。特にチーム内の協働作業やリアルタイムでの

情報共有が難しくなり、意欲が下がり成果にも影響を及ぼす可能性がある。こうした状況に

対処するためには、企業がオンライン会議やチャットツールの活用を積極的に促し、定期的

なコミュニケーションの機会を組織的に設けることが重要である。また、業務の情報を共有

することと合わせ、非公式な交流を支援する仕組みを導入することも、チームの一体感を高

めると考えられる。 

 

生産性への影響とその要因 

多くの企業が急速に取り入れたことで、生産性にさまざまな影響が出ている。生産性が上が

ったと報告する企業もあるが、業務効率が低がったことに悩む企業も少なくない。こういっ

た背景を考慮し、本章ではテレワークにおける生産性の変化をもたらす主な要因について、

自己管理能力、作業環境、チーム連携、業種特性の観点から包括的に検討する。 

 

自己管理能力と成果主義の関係性 

テレワーク環境下では、従業員が上司や同僚からの直接的な管理を受ける機会が減少する

ため、自己管理能力の有無が業務成果に大きく影響するようになっている。時間の使用方法

や、業務に優先順位を付ける、業務の自己評価といった要素に対して、高い自律性を持つ従

業員は生産性を維持または向上させる傾向がある。反対に、自己管理が苦手な従業員は、業

務の遅延やモチベーションの低下を招くおそれがある。このような状況を踏まえ、企業は成

果主義に基づく評価制度を導入し、従業員が自己管理能力を高めるインセンティブを得ら

れる仕組みを構築することが求められる。また、評価制度だけでなく、自己管理能力向上の

ための研修や継続的なサポートも必要とされる。 

 

集中環境の確保と業務効率の変動 

テレワークにおける生産性は、自宅などでの作業環境が整っているかどうかに大きく依存

する。家庭内の雑音、家族との接触、生活空間と作業空間の重複などが集中を妨げる要因と

なり、とりわけ小さな子どもがいる家庭や共働き世帯においては業務の効率を保つのが難

しくなることがある。こうした課題に対応するには、従業員が専用の作業スペースを保つた

めのサポートや、家族間の働く時間に関する合意形成を図ることが重要である。 

 



チーム連携の質と業務アウトプットの変化 

対面での情報の共有などが減ることによって、チーム内の連携が取りにくくなる傾向が見

られる。このような状況では、情報伝達の遅れが生じやすく、最終的には業務アウトプット

の質にも悪影響を及ぼす可能性がある。厚生労働省の調査でも、連携不足が生産性を下げる

原因とされている。この課題を解消するためには、オンライン会議ツールやチャットアプリ

を活用して、定期的かつ効果的な情報共有を実現する必要がある。 

 

業種・職種による生産性への影響の差異 

テレワークの効果は業種や職種によって大きく異なり、その実施の可否や生産性の変動に

も差異が見られる。情報通信業やコンサルティング業など、デジタル化が進む業務の職種で

は、テレワークによってむしろ生産性が向上する傾向が確認されている。一方、製造業や医

療・介護など、現場での対面業務を伴う職種では、テレワークの実施が困難であり、生産性

の維持に課題が生じる場合が多い。企業は自社の業務内容を分析し、テレワークの導入範囲

や働き方の設計を業種・職種の特性に即して調整することが求められる。 

 

テレワークにおける課題とその対応策 

情報セキュリティの確保、適切な評価制度の構築、業務の属人化防止といった新たな課題が

顕在化している。これらの課題を放置したままでは、制度の形骸化や従業員の働きがいの低

下を招きかねない。本章では、こうした課題に対して企業が取り得る具体的な対応策につい

て検討する。 

 

セキュリティ対策と情報保護の課題 

テレワーク環境下では、従業員が自宅など社外から企業のシステムにアクセスする機会が

増えるため、情報漏洩や不正アクセスのリスクが高まっている。特に中小企業では、社内に

専門のセキュリティ担当者が不在であることも多く、「セキュリティの確保」がテレワーク

導入の障壁として大きく認識されている。こうした状況に対応するためには、技術的・組織

的な両面からの対策が不可欠となる。 

 

デバイス管理と紛失・盗難対策 

従業員が業務に使用するノートパソコンやUSB メモリなどのデバイスの紛失・盗難は、重

大な情報漏洩につながるリスク要因である。このリスクを低減するためには、デバイスに対

するパスワード保護やデータの暗号化、紛失時に遠隔でデータを消去できる「リモートワイ



プ機能」の導入が有効であるとされる。 

 

リモートアクセスの認証強化 

社内システムに対するリモートアクセスが増える中、ID やパスワードの流出を防ぐための

対策が必要不可欠である。多要素認証の導入や VPN 接続による通信の暗号化は、不正アク

セスの防止に高い効果を発揮するものであり、企業はこれらの技術的手段を積極的に採用

すべきである。 

 

従業員のセキュリティ意識向上 

技術的対策のみならず、従業員一人ひとりのセキュリティ意識を高めることも極めて重要

である。特に人的ミスによる情報漏洩が依然として多いことから、定期的なセキュリティ研

修の実施や、最新のサイバー攻撃事例に関する情報提供を通じて、組織全体のセキュリティ

リテラシーを底上げする必要がある。 

 

マネジメント不在下における評価制度の再考 

テレワークでは、従業員の勤務状況が可視化されにくくなるため、従来の勤怠ベースの評価

制度では対応が困難となる。このため、成果物や目標達成度に基づいた成果主義的評価制度

への移行が必要とされている。さらに、定期的なオンライン面談やフィードバックを通じて、

業務の進捗を正しく把握し、適切に評価する体制を整備することが求められる。 

 

業務の属人化・ブラックボックス化のリスク 

テレワークの長期化に伴い、特定の従業員にしか分からない業務が増加することで、業務の

属人化やブラックボックス化が進行するリスクが高まっている。このリスクを回避するた

めには、業務の標準化やマニュアルの整備を行い、情報共有ツールを用いて業務知識を組織

全体で共有できる体制を構築することが重要である。 

 

テレワーク格差と労働環境の不均衡 

テレワークの実施状況や環境は、従業員間で差異が生じることがある。とりわけ、自宅の作

業空間や通信回線の整備状況の違いは、業務遂行の効率に直接的な影響を与える要素とな

る。これらの環境格差は、個々のパフォーマンスに不均衡をもたらすばかりか、チーム全体

の協働にも支障を来す可能性がある。企業においては、テレワークを持続的かつ公平に運用

するため、従業員が等しく業務に取り組めるような環境整備を行うことが求められる。具体

的には、作業に必要な機器の貸与、安定した通信環境の確保、さらには通信費用の補助とい



った施策を講じることが一つの方策となり得る。 

 

以上のように、テレワークを取り巻く課題は多岐にわたるが、これらに対して適切な対応を

図ることにより、従業員の生活満足度および生産性の向上が期待される。テレワークの導入

が真に有効な働き方改革として機能するためには、こうした格差への配慮と是正が不可欠

である。 

 

多様な業種・職種による影響の比較 

テレワークの導入とその影響は、業種や職種によって大きく異なる。以下では、各業種・職

種におけるテレワークの適応状況と、それに伴う生活満足度や生産性の変化について詳述

する。 

 

ホワイトカラー職種における柔軟性と課題 

事務職や管理職などのホワイトカラー職種では、テレワークの導入が比較的容易であり、柔

軟な働き方が実現されている。これにより、通勤時間の削減やワークライフバランスの向上

が期待される。しかし、在宅勤務における生産性の低下を感じる従業員も少なくありません。

例えば、森川（2020）の調査では、在宅勤務を行った雇用者が考える生産性は、オフィス勤

務時の約 60～70%にとどまると報告されている。この要因として、コミュニケーション不

足や業務進行の遅延が挙げられる。 

 

コミュニケーション不足と業務効率の低下 

テレワーク環境下では、対面でのやり取りが減少し、情報共有や意思決定の遅延が生じるこ

とがある。これにより、チームワークの低下や業務効率の悪化が懸念される。特に、新入社

員や若手社員にとっては、上司や先輩からの指導やフィードバックが受けにくくなるとい

う課題がある。 

 

自己管理能力の重要性と評価制度の見直し 

テレワークでは、従業員の自己管理能力がこれまで以上に求められる。業務の進捗管理や成

果の可視化が難しくなるため、従来の評価制度の見直しが必要となる。成果主義の導入や、

定期的なオンライン面談を通じたフィードバックが効果的とされている。 

 

IT・クリエイティブ業種における高い適合度 

IT 関連やクリエイティブ業種では、もともとデジタルツールの活用が進んでおり、テレワ



ークへの移行が比較的スムーズに行われました。これらの業種では、テレワークによる生産

性の向上や、柔軟な働き方の実現が報告されている。例えば、Kazekami（2020）の研究で

は、テレワーク時間が長いほど生産性が向上する傾向が示されている。しかし、長時間のテ

レワークは逆に生産性を低下させる可能性も指摘されており、適切なバランスが求められ

る。 

 

デジタルツールの活用とコミュニケーションの質 

IT・クリエイティブ業種では、オンライン会議ツールやプロジェクト管理ツールの活用が進

んでおり、テレワーク環境下でも円滑なコミュニケーションが維持されている。しかし、非

言語的な情報伝達が減少するため、コミュニケーションの質を維持するための工夫が必要

である。 

 

創造性の維持とチームワークの促進 

クリエイティブ業種では、アイデアの共有やブレインストーミングが重要である。テレワー

ク環境下でも、定期的なオンラインミーティングや仮想ホワイトボードの活用など、創造性

を維持するための取り組みが行われている。 

 

サービス・製造業における導入制限と限界 

サービス業や製造業では、業務の性質上、テレワークの導入が難しい場合が多い。これらの

業種では、現場での作業や対面でのサービス提供が不可欠であり、テレワークの適用範囲が

限定的である。そのため、従業員の生活満足度や生産性に関する影響も、他の業種とは異な

る傾向を示す。例えば、厚生労働省の調査によれば、医療業や社会保険・社会福祉・介護事

業では、健康状態の悪化や精神的負担の増加が報告されている。 

 

現場作業の必要性とテレワークの適用限界 

製造業においては、物理的な設備の操作やライン作業、品質確認といった作業が日常的に行

われており、これらはリモート環境下では対応が困難である。そのため、テレワークの対象

となるのは、設計業務や在庫管理、購買・経理など一部の間接部門に限られるのが実情であ

る。一方、サービス業では、接客や施術、現場での問題対応など、対面での対応が必要とさ

れる業務が大半を占める。特に飲食業や理美容業、医療・介護サービスでは、顧客や患者と

の直接的なやりとりが不可欠であり、テレワークを実施する余地は極めて限られている。こ

れらの業種においては、テレワークよりも現場環境の衛生管理や感染症対策の強化に注力

する傾向が見られる。 

 



代替的な柔軟な勤務制度の模索 

テレワークが困難な業種であっても、柔軟な働き方を実現するための試みは進められてい

る。例えば、シフト制の柔軟化、時差出勤制度の導入、短時間勤務の選択肢拡大などが挙げ

られる。これらは、従業員の生活リズムや家庭事情に合わせた働き方を可能にし、生活満足

度の向上に寄与することが期待されている。また、デジタル技術を用いた一部の間接業務の

効率化も進められている。例えば、製造業では IoT 機器の活用によるリモートモニタリン

グや、AI による品質管理の自動化などが試行されている。サービス業においても、予約シ

ステムの自動化やキャッシュレス決済、モバイルオーダーシステムの導入により、対面業務

の負担を軽減する動きが加速している。 

 

現場従業員の心理的負担と組織対応 

テレワークが一部の従業員に限定される状況は、社内での不公平感や疎外感を生じさせる

要因にもなり得る。実際に、事務職の社員が在宅勤務を行っている一方で、現場作業を担う

従業員は毎日出勤を強いられているといった構図は、職場内の分断を生み、モチベーション

やエンゲージメントの低下を招くことがある。 

 

このような課題に対しては、職種による働き方の違いに配慮した人事制度の再設計が求め

られる。例えば、出勤が必要な従業員に対する危険手当の支給、福利厚生制度の見直し、社

内評価への反映といった措置が、公平性の確保という観点から重要である。 

 

中小企業と大企業におけるテレワーク格差 

テレワークの普及は、COVID-19 パンデミックを契機に急速に進展したが、その実施状況

や成果には企業規模による明確な格差が存在している。本節では、大企業と中小企業の間に

見られるテレワークの導入・運用における違いを、実施率、環境整備、人的・財政的リソー

ス、労働者への影響の観点から比較し、格差がもたらす問題と今後の展望を明らかにする。 

 

企業規模による実施率の差異 

テレワークの実施率は、企業規模に応じて大きく異なる。東京商工リサーチ（2024 年）の

調査によれば、大企業におけるテレワーク実施率は 36.5％であるのに対し、中小企業では

19.5％にとどまる。これらの数値は、テレワークを導入・定着させるにあたって、大企業が

相対的に有利な立場にあることを示唆している。大企業は多くの場合、既に IT 基盤や情報

セキュリティ体制を整えており、柔軟な働き方への対応力が高い。一方、中小企業では、導

入コストや運用面の負担が障壁となり、テレワークに必要な仕組みの構築が進みにくい傾

向がある。 

 



中小企業における導入の障壁 

中小企業がテレワーク導入に踏み切れない背景には、いくつかの構造的な要因がある。第一

に、財務基盤の弱さが挙げられる。テレワーク実施にあたり、ノートパソコンや VPNの導

入、クラウドサービスの契約、セキュリティ対策など、初期投資やランニングコストが必要

となるが、中小企業ではそれらを負担する余力が十分でないケースが多い。第二に、人的リ

ソースの不足がある。専任の情報システム部門を持たない企業では、IT 環境の整備・運用

が担当者の片手間となり、セキュリティやトラブル対応の面で限界が生じる。また、デジタ

ル人材の採用競争は年々激化しており、特に地方の中小企業では必要な人材の確保が難し

い。 

 

大企業の導入体制と成功要因 

大企業は、テレワークの制度化や労務管理、情報セキュリティ面において比較的整った体制

を持っている。IT インフラの整備がされているのみならず、部門ごとの分業体制や業務プ

ロセスの標準化も進んでいるため、在宅で業務の一部を行っても生産性が下がらず運用可

能。また、リモート勤務に必要な研修やサポートも手厚く、業務に必要な連絡手段（オンラ

イン会議など）も積極的に使われ、円滑な運用をサポートしている。 

 

テレワーク格差がもたらす影響 

このような格差は、働く人々の経験に直接的な違いを生む。大企業に勤める従業員は、柔軟

な働き方を通じてワーク・ライフ・バランスの向上を実感する一方、中小企業の従業員は従

来通りの働き方に縛られ続けることが多く、結果として生活満足度やモチベーションに差

が生まれている。さらに、こうした格差は企業の採用力にも影響を与える。テレワーク環境

の整っている企業は、優れた人材を確保する上で競争力がある。一方で、導入が進んでいな

い企業は、特に若年層の確保において不利な立場に置かれている。 

 

テレワークと組織文化・企業風土の関係 

テレワークの普及は、組織文化や企業風土に多大な影響を及ぼしている。これまで対面を中

心として形成されてきたコミュニケーション様式は、リモート環境に適応する中で変容を

余儀なくされており、組織内における情報の伝達頻度や質、従業員の帰属意識、さらには企

業文化の継承と制度化といった側面において、新たな課題が顕在化している。 

 

組織内コミュニケーションの質と頻度の変化 

テレワークの導入により、従来の対面型の関係性は減少し、オンラインベースのコミュニケ

ーションが主流となっている。これに伴い、情報共有のタイミングや手法、意思決定の在り



方にも変化が生じている。とりわけ、非言語的情報の伝達が困難となることで、認識の齟齬

や情報の断絶が発生しやすくなる傾向がある。厚生労働省の報告によれば、テレワーク環境

においては、チーム連携や面談も遠隔で行われることが一般化し、多くの労働者が事業場外

での業務経験を積んでいるとされている。 

 

オンラインツールの活用とその課題 

ビデオ会議システムなどのオンラインツールは、多くの企業において関係性の維持に活用

されている。しかしながら、これらのツールの過度な使用は、情報過多やコミュニケーショ

ン疲労を引き起こす要因ともなり得る。また、オンライン会議では発言のタイミングや相手

の感情を読み取ることが難しく、議論の円滑な進行を妨げる可能性も指摘されている。 

 

帰属意識の希薄化とその対策 

テレワークによって物理的な距離が拡大することで、従業員の組織への帰属意識が希薄化

する懸念がある。特に新入社員や若手社員においては、企業文化や価値観を直接的に体得す

る機会が制限され、組織との一体感を形成しにくくなる傾向が見られる。厚生労働省の資料

においても、テレワークが常態化することで、新卒・中途を問わず入社初期から在宅勤務と

なり、企業文化に触れる場が減少することが課題として指摘されている。 

 

バーチャルイベントや定期的な対面機会の設定 

こうした帰属意識の低下を防止する手段として、オンライン懇親会やチームビルディング

活動の実施が挙げられる。また、状況が許す範囲で定期的な対面によるミーティングの機会

を設けることで、従業員間の信頼関係構築や組織への愛着の強化が期待されている。 

 

企業文化への適応とテレワークの制度化 

リモート環境下においても企業文化や価値観を継承・共有するための取り組みが求められ

ている。企業のミッションやビジョンを従業員に浸透させる手段として、オンライン全社ミ

ーティングの定期開催やデジタル社内報の配信などが有効な手段とされている。厚生労働

省の資料でも、テレワーク下における継続的な情報共有と相互理解を支える環境整備の必

要性が強調されている。 

 

テレワークに適した評価制度の構築 

テレワーク環境では、従業員の業務遂行状況を直接把握することが困難となるため、成果主

義に基づく評価制度への移行が進められている。明確な目標設定とその達成度に基づく評

価を導入することにより、公平かつ透明性のある人事評価が実現される。また、定期的なフ



ィードバックや 1on1 ミーティングの実施を通じて、従業員の成長支援と動機づけが図られ

る必要がある。 

 

テレワーク環境下でのイノベーション促進 

テレワークの普及に伴い、オフィス内での偶発的なコミュニケーションが減少し、イノベー

ションの創出機会が制約される傾向にある。この課題に対しては、オンライン上でのブレイ

ンストーミングや部門横断的なバーチャル交流イベントの開催が有効とされている。加え

て、オフィスを価値創造の場として再構築し、出社時に多様な人材が交流できる空間を整備

することが、今後のイノベーション促進に寄与するものと考えられる。 

 

政策的・制度的観点からの展望 

COVID-19 パンデミックは、働き方に大きな変化をもたらし、その象徴ともいえるのがテ

レワークの急速な普及である。これまで一部の業種・企業に限定されていたテレワークは、

感染拡大防止の必要性から急速に導入が進められた。この流れは単なる一過性の対応にと

どまらず、中長期的な労働政策や地域振興、制度設計の再考を促す契機となった。本章では、

政策的・制度的観点からテレワークが従業員の生活満足度と生産性に及ぼした影響を多角

的に分析し、今後の課題と展望を明らかにする。 

 

労働政策とテレワーク制度の中長期的課題 

COVID-19 を契機に整備が進められたテレワーク制度だが、その実効性と持続可能性には

検討すべき課題が残されている。本節では、労働政策におけるテレワークの制度化に向けた

中長期的課題を分析する。 

 

テレワーク導入と法制度の整備状況 

日本においては、緊急事態宣言下における感染拡大防止策として、厚生労働省がテレワーク

導入の指針を示した（厚生労働省「テレワーク総合ポータルサイト」）。しかし、法的整備は

限られており、企業の自主的な運用に委ねられている部分が多い。このため、テレワーク勤

務者にとっては、過重労働やメンタルヘルス悪化のリスクも懸念されている。 

 

働き方改革との整合性 

テレワークは柔軟な働き方を可能にする一方で、長時間労働や業務の曖昧化など、働き方改

革の理念と矛盾する側面も指摘される。厚生労働省の調査によれば、テレワーク実施者の約

30％が勤務時間の境界が曖昧であると感じており、これが生活満足度の低下や生産性の減

退につながる恐れがある。したがって、テレワーク制度は単に導入するだけではなく、その



運用と評価の枠組みが不可欠である。 

 

地方創生・移住促進への波及効果 

テレワークの普及は、従業員の働く場所を縛らず、都市部から地方への移住を可能にした。

この新たな流れは、地方創生や地域経済の活性化にも影響を及ぼし得る。本節では、テレワ

ークがもたらす地域振興の可能性と制度的支援の方向性を検討する。 

 

テレワーク移住の実態と自治体の取り組み 

総務省の「テレワークの地域定着に向けた取組」では、テレワーク移住を促進するための助

成制度や住環境整備の支援が進められている。実際、地方移住者の数は増加傾向にあり、特

に 30 代・40代の子育て世代が都市部から地方への移住を選択しているケースが多い。 

 

地方定住と生活満足度の関係 

地方への移住は、自然環境や生活コストの低さなどから生活満足度を高める要因となるが、

一方で地域医療・教育資源の乏しさや人間関係の構築の難しさが課題となる。したがって、

テレワーク移住を制度的に支援する際には、単なる経済的支援にとどまらず、移住者の社会

的統合を促進するための地域支援体制の構築が不可欠である。 

 

国際比較にみる制度設計と労働者保護 

日本国内にとどまらず、世界各国でもテレワークを巡る制度設計と労働者保護の在り方が

問われている。本節では、主要国の制度的アプローチを比較し、日本が今後取るべき方向性

を探る。 

 

欧州諸国における制度的特徴 

EU 加盟国では、テレワークに関する法的枠組みが明確に規定されているケースが多く、例

えばドイツでは在宅勤務に関する労働契約上の義務化や、労働時間の厳格な管理が求めら

れている。またフランスでは「つながらない権利」（Right to Disconnect）が法制化され、

従業員のプライバシーと余暇の保護が重視されている。 

 

日本の課題と今後の展望 

日本では、テレワークに関する包括的な労働法の整備が遅れており、現行制度では柔軟性が

高い一方で労働者の保護が十分でない状況にある。テレワークの普及により、労働者の健康

管理や公私の区別の明確化が課題として浮上している。これに対応するためには、欧州諸国

に見られるような制度的保護の導入と、企業によるガイドラインの徹底が求められる。 



 

企業の社会的責任とワークライフバランス推進策 

テレワークの定着は、企業に対しても新たな責任を課すこととなった。特に、従業員の健康・

安全の確保やワークライフバランスの実現は、企業の持続可能性と社会的評価に直結する

課題である。本節では、企業の取り組みとその成果について検証する。 

 

健康経営とメンタルヘルス対策 

経済産業省は「健康経営優良法人認定制度」を通じて、従業員の健康維持を経営戦略の一環

とする企業を評価している。テレワーク環境においては、定期的なウェルネスチェックやオ

ンラインカウンセリングの導入、運動習慣を促す支援策が実施されている。これらの取り組

みは、従業員の生活満足度を高め、生産性向上にも寄与することが示されている。 

 

ワークライフバランス支援制度の拡充 

企業はまた、柔軟な勤務時間制度や休暇制度の整備を進めており、特に育児・介護との両立

支援が強化されている。内閣府の調査によれば、これらの制度が実際に活用されることで、

従業員の定着率やエンゲージメントの向上が確認されている。テレワークとワークライフ

バランスの両立を可能にする制度設計は、今後の人材戦略においても不可欠な要素である。 

 

おわりに 

本研究では、COVID-19 パンデミックを契機として急速に普及したテレワークが、従業員

の生活満足度と生産性に与える影響を多角的に分析してきた。本章では、これまでの議論を

総括し、得られた知見の整理、研究の限界点と今後の課題、そしてテレワークの定着に向け

た提言を行う。 

 

本研究のまとめと重要な知見の整理 

本研究を通じて、テレワークが従業員の生活満足度と生産性に多様な影響を及ぼすことが

明らかとなった。以下に主要な知見を整理する。 

 

生活満足度への影響 

テレワークの導入により、通勤時間の削減や柔軟な働き方が可能となり、多くの従業員がワ

ークライフバランスの向上を実感している。内閣府の「満足度・生活の質に関する調査報告

書 2022」によれば、テレワーク実施者は非実施者に比べ、生活全般の満足度が高い傾向が

示されている。 



 

生産性への影響 

生産性に関しては、テレワークの影響が一様でないことが確認された。一部の研究では、テ

レワークにより生産性が向上したと報告されているが、他方で、コミュニケーションの課題

や業務環境の違いから生産性が低下したとの指摘もある。例えば、経済産業研究所の報告で

は、テレワーク実施者の中には生産性の低下を感じる者も少なくないことが示されている。 

 

限界点と今後の研究課題 

本研究にはいくつかの限界が存在し、これらを克服するための今後の研究課題が浮かび上

がる。 

 

データの時点性と一般化可能性 

本研究で参照したデータは、主に COVID-19 パンデミック初期から中期にかけて収集され

たものであり、状況の変化に伴い、テレワークの影響も変動している可能性がある。最新の

データを継続的に収集・分析し、時系列的な変化を追跡することが重要である。 

 

業種・職種間の差異 

テレワークの影響は、業種や職種によって大きく異なることが予想される。例えば、情報通

信業ではテレワークの実施率が高い一方、製造業では低い傾向がある。これらの差異を詳細

に分析し、業種・職種ごとの適切なテレワーク導入策を検討する必要がある。 

 

長期的影響の評価 

テレワークが従業員のキャリア形成、組織文化、社会的関係性に与える長期的な影響につい

ては、現時点で十分な知見が得られていない。これらの側面を評価するためには、長期的な

追跡調査が不可欠である。 

 

テレワークの定着に向けた提言 

テレワークを持続可能な働き方として定着させるためには、以下の取り組みが求められる。 

 

柔軟な働き方の制度設計 

従業員が自らの業務内容や生活状況に応じて、テレワークとオフィス勤務を選択できる柔

軟な制度を構築することが重要である。これにより、個々のニーズに対応しつつ、組織全体

の生産性向上が期待できる。 

 



コミュニケーションの強化 

テレワーク環境下では、情報共有や意思疎通が課題となり得る。定期的なオンライン会議の

実施や、チャットツールの活用など、効果的なコミュニケーション手段を導入・促進するこ

とが必要である。 

 

労働環境の整備と支援 

自宅での業務環境が整っていない従業員に対して、必要な機器の貸与や費用補助を行うな

ど、労働環境の整備を支援する施策が求められる。これにより、テレワーク時の生産性低下

を防ぐことができる。 

 

メンタルヘルスへの配慮 

テレワークにより、従業員が孤独感やストレスを感じる可能性があるため、メンタルヘルス

ケアの取り組みを強化することが重要である。例えば、定期的なカウンセリングの提供や、

オンラインでの交流イベントの開催などが考えられる。 

 

以上の提言を踏まえ、企業や組織はテレワークの利点を最大限に活用しつつ、従業員の生活

満足度と生産性の向上を図ることが期待される。今後も、テレワークに関する継続的な研究

と実践を通じて、より良い働き方の実現を目指すことが重要である。 
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